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 本論文は， 8 つの章で構成しており，各章の概要は以下に示すとおりである． 
 第 2 章では， BCP/BCM の概要と国内における現状について解説を行い，今後の課
題について述べる． 
 第 3 章及び第 4 章では，徳島県における BCP/BCM の普及啓発について取り上げる． 
 第 3 章では，中小企業の BCP への取り組みの現状，全国での BCP 普及啓発の取り
組みを整理した上で，徳島県で実践している産官学が連携した BCM のプロセスに応
じた支援方策について述べ，課題等について考察を行う．  
 第 4 章では，普及啓発方策の一つである災害対応模擬演習について，その効果と
普及に向けた取り組みについて徳島県での実践から課題を抽出し，考察を行う． 
 第 5 章では，徳島県内における 2014 年の台風被害についてヒアリング調査を行
い，分析し，問題点や課題について考察を行う． 
 第 6 章では，第 5 章で抽出した課題の一つである代替戦略の実効性を高める取り
組みとして，建設業者による遠隔地連携を考案し，その実践により，さらなる課題
を抽出する． 
 第 7 章では， BCP の一環としての地域との連携について，製造業における連携に
よる地域との協働とその実践について述べ，その課題等を抽出する．  





















2-1．BCP と BCM 
 





ることである．BC を達成するための計画及び計画書を BCP と言い，継続や早期復旧
を実現する体制，対応手順，被害やその影響を小さくする事前対策を記載してもの








2-2．日本における BCP の現状と今後の課題  
 
 2005 年に内閣府が事業継続ガイドライン第一版 [1]を発行し，それらを基に国内企
業の BC への取り組みが開始された．はじめに想定する災害として重大な災害リスク
で海外から懸念の強い「地震」が推奨され，地震対応のための計画として策定され








 2016 年からは，内閣府による国土強靭化貢献団体の認証制度 [2]として，レジリエ
ンス認証がスタートしており，従来のガイドラインに縛られない企業としての多様
な事業継続の取り組みが認証されるようになってきている． 









（平成 25年 8月改訂）, 42p, 2013. 
 
[2] 内閣官房  国土強靭化推進室：国土強靭化貢献団体の認証に関するガイドライ

























































25年度中小企業事業継続計画（ BCP）に関する調査」 [2]を 2013年 9月 24日～ 10月 25日
に実施し， 934社から回答を得た．（有効回答率 15.6%） 










るため，徳島県内製造業者 221社を対象にアンケート調査 [3]を 2011年 12月26日～ 2012
年 2月 27日に実施し， 165社から回答を得た．（有効回答率 76.0％） 
















静岡県では， 2006年 2月に中小企業が簡易に BCPを作成できるモデルプランとして
「静岡県事業継続計画モデルプラン（第 1版）」を策定し，2010年 10月には第 2版，2014
年 3月には第 3版がそれぞれ公表された．全国の中では，早くから中小企業への BCP普
及推進を取り組んできている． 
2008年度から， BCPに取り組む企業や支援人材を対象として「静岡県 BCP普及研究
会（現・静岡県 BCP研究会）」を設置し，年間 4～ 6回の研究会を継続して実施してい
る．また，普及推進を図る人材を育成するため中小企業診断士や中小企業支援機関









3-3-2. 岐阜県の取り組み [6] 
 
岐阜県では，企業への BCM普及及びレベルアップと企業等関係機関相互の研鑚・交
流等を目的として，「岐阜県 BCP研究会」を 2011年 5月に設置し，ワークショップや事

















































































































図 3-2 事業継続マネジメント（BCM）の各プロセス [1] 
 
図 3-3 内閣府  事業継続ガイドライン第 3版による BCM各プロセスと PDCAサイクル
を意識した BCMプロセスの関係  
16 
 






b) BCP関連セミナー  
 とくしま BCP支援センターが実施している． BCPの普及や BCMの「教育・訓練」を
目的に，その時々のトレンドや企業からのニーズに合せて，BCPの先進事例や専門
家，東日本大震災被災企業などを召喚する． 2014年度は 2回開催予定． 
 





4月より，毎月 1回実施．  
 






しており，原則として毎月 1回開催．  
 
e) 危機管理人材育成  
 徳島県，徳島大学環境防災研究センターが実施している．香川大学，香川県，徳























3-4-4. BCM支援方策を実施する上でのポイント  
 




として毎月 1回開催している．  





























































































（平成 25年 8月改訂）, 42p, 2013. 
 





[4] 静岡県：静岡県の BCP（事業継続計画）に対する各種支援について, 
http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-510/bcp/ (2014 年 7 月 15 日閲覧 ) 
 
[5] 静岡県経済産業部商工振興課：中小企業の BCP策定状況等に関する調査，2013. 
 
[6] 岐阜県：BCPの普及に向けて, http://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo-koyo/kigyo-
ritchi-shien/chusho-kigyo-shien/bcp/bcp_shien.html (2014 年 7 月 15 日閲覧) 
 
[7] 東京都産業労働局：日本が変わる東京が変える 東京発 チーム事業継続， 
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4-2．  BCMと訓練の現状  
 






として，徳島県内の製造業者 221社に対し，アンケート調査を 2012年 1月 20日～ 2月27
日に行い， 165社から回答（回答率 76.0%）を得た．（図 4-1） 
 回答企業の BCP策定率は，「既に運用している」が 8.5%，「現在策定中である」が 9.2%
















士での情報交換等を目的に BCP研究部会を毎月開催している．  
 2013年 6月にこの BCP研究部会の参加者 29名に対して，BCM/BCPに関するアンケート
を実施した．（図 4-2）参加者の 48%が BCPを策定し運用中であり， 29%が BCPを現在策
定中 23%が BCP策定を検討している．BCP研究部会に参加している企業であり，徳島県











  図4-1 徳島県内製造業者の地震対応訓練の実施状況  
（ n=77・複数回答）  
 
図 4-2 徳島県 BCP研究部会参加者（ 2013年6月）の訓練実施状況  













































4-3. 災害対応模擬演習とは  
 



























4-3-3. 災害対応模擬演習の準備  
 





























































































































図 4-6 災害対応模擬演習を自社でも実施したいか（ n=29） 
 
写真 4-1 BCP 研究部会での災害対応模擬演習の様子  




4-4-3. BCP策定研修会での実施  
 
徳島大学環境防災研究センターでは，BCP研究部会とは別に，1日かけて BCPの基本

























































































（平成25年8月改訂）, 42p, 2013. 
 
[2] 内閣府：「企業の事業継続訓練」の考え方，2012. 
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/pdf/06kunrenkangaekata.pdf   
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p.1-3，株式会社十六銀行  経済月報  2012 年 7・ 8 月合併号，2012. 
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[6] ITPro 伊藤 毅: 現場を鍛え活かす事業継続 第 4回 「マニュアル信仰」に陥らず想定外に強
くなる訓練のコツ, 2012. 
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20120516/397004/?k2 (2013 年 10 月 10 日閲
覧 ) 
 












5-1．  はじめに  
 


















5-2．  台風 12 号・11 号による豪雨災害の概要  
  
台風 12 号は，2014 年 7 月 31 日から 8 月 1 日にかけて沖縄・奄美に接近し，その
後，暴風域を伴って北上し， 8 月 4 日に黄海で熱帯低気圧に変わった．  
 台風 11 号は日本の南海上を，暴風域を伴って北上し，8 月 7 日に大東島地方に接
近した．強い勢力を維持したまま北上し，8 月 10 日に高知県安芸市付近に上陸，そ
のまま四国地方，近畿地方を通過し，8 月 11 日に日本海北部で温帯低気圧に変わっ
た． [1] 
 この期間，台風周辺の風と高気圧縁辺の風の影響で，南からの温かく湿った空気












5-3．  那賀町内の事業所被害調査  
 
5-3-1. 調査方法  
  
那賀川流域の那賀町和食地区及び那賀町鮎川の事業所を対象にヒアリング調査を









a）商工団体（N 商工会・図 5-1，図 5-2）  
【被災状況】  
 台風 11 号による和食地区の浸水被害により，W 支所で床上 2．67m の浸水があり，
PC，机・椅子・棚等の什器，重要書類が被災した．  
【対応状況】  






















図 5-1 那賀町和食のヒアリング調査対象事業所（出典： Google マップ）  
 
写真 5-1 室内で重要書類を乾燥（撮影：湯浅恭史  2014.9.2） 
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b）社会福祉施設（介護老人保健施設 C・図 5-1）  
【被災状況】  











他施設からの人員派遣などにより， 10 日ほどでサービス環境が安定した．  
 
c）酒造会社（N 酒造・図 5-1）  
【被災状況】  











d）社会福祉施設（特別養護老人ホーム S・図 5-2）  
【被災状況】  
 台風 11 号により施設の 1 階が約 1．3m 床上浸水し，建物，エレベーター，ベッド
等の什器，電源設備，エアコン，柵などが浸水被害を受けた．  
【対応状況】  
被災当日は 63 名（長期利用 59 名，短期利用 4 名）の利用者があり，宿直勤務の


















図 5-2 那賀町鮎川のヒアリング調査対象事業所（出典： Google マップ）  
 




写真 5-3 浸水により被害を受けたエアコン室外機（撮影：湯浅恭史  2014.9.2） 
 
 





e）建設業協会（N 建設業協会・図 5-3）  
【被災状況】  













図 5-3 那賀町吉野のヒアリング調査対象事業所（出典： Google マップ）  
       





5-4-1. 調査方法  
 
 海部川流域及び宍喰川流域の海陽町の事業所と阿南市内の事業所を対象にヒアリ









a）農業協同組合（O 農業協同組合・図 5-4）  
【被災状況】 

















b）自動車教習所（K 自動車学校・図 5-5）  
【被災状況】  




















図 5-4 海陽町大井のヒアリング調査対象事業所（出典： Google マップ） 
 




写真 5-6 浸水直後の K 自動車学校（提供：K 自動車学校）  
 
写真 5-7 一部浸水した教習車内部を乾燥（撮影：湯浅恭史  2014.10.15） 
57 
 
c）社会福祉施設（グループホーム P・図 5-6）  
【被災状況】  
 台風 12 号による雨で施設前の水路が溢れだし，床上にほんの少し浸水する被害と
なった．自動車 1 台，電気設備が被災したが，利用者には被害はなかった．  
【対応状況】 








d）宿泊研修施設（Y 宿泊研修施設・図 5-7）  
【被災状況】  





 台風の進路や降雨量については随時確認を行っており，天気予報では 2 日昼には
降雨が止むとのことであったので，施設の運営を継続していた．予想よりも降雨が
長引き，県道での土砂災害があったが，施設及びライフラインには被害はなく，食













図 5-6 海陽町宍喰のヒアリング調査対象事業所（出典： Google マップ） 
 





写真 5-8 豪雨災害により通行止めとなった県道（撮影：湯浅恭史  2014.10.23） 
 














那賀町の特別養護老人ホーム S では，通常は利用者 63 名に対して宿直の職員は 4
名であるが，出勤時間帯の豪雨や道路の冠水を見越して，翌日の日中勤務予定の職
員についても宿直の依頼を行い，24 名が参集し，合計 28 名の職員が宿直していた．
結果として，利用者を垂直避難させることとなったが，余裕を持って対応ができた．
通常の宿直 4 名だけで 63 名の利用者を避難させることは大変な作業であり，継続的
な介護サービスの提供も難しくなる可能性があった．同様に海陽町のグループホー







































































 那賀町の特別養護老人ホーム S では，地元ケーブルテレビやホームページにより
降雨量や台風の予想進路を確認するほかに，施設の上流にある川口ダムの放流量を
ダム管理事務所に直接電話するなどして随時確認を行っていた．過去の経験から放

































































[1] 気象庁：台風第 12 号，第 11 号と前線による大雨と暴風，41p， 2014 
 
[2] 内閣府：事業継続ガイドライン第三版‐あらゆる危機事象を乗り越えるための戦略と対応











































6-2. 建設業者による連携に向けた課題と取組み  
 

































a) 法的根拠を伴った連携協定の作成  
b) 2次災害発生時の対策（補償）  
c) 支援のための交通手段，費用負担  
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d) 実作業の指揮命令系統の確立  







































6-3. 地域企業BC連携の取組み  
 
 













6-3-2. 情報伝達および災害支援合同訓練の実施  
 
2015年 9月 9日，南海トラフ巨大地震の発生を想定した情報伝達および災害支援の





図 6-2 合同訓練概要図  
 























































である． [1]          
建設業BCPは，地方整備局の要求に基づく計画を策定し（ P），訓練（ D）を行って，
その結果を点検（ C）し，改善を実施（ A）するサイクルで運営するシステムである．
実際に雪害の対応（ D）があり，会社の能力の限界（ C）と感じ，連携といった Action


































































































7-2-1. 鳴門市里浦・川東地区の概要と被害想定  
  
鳴門市里浦・川東地区は，徳島県北東部にある鳴門市の東部沿岸部に位置してお
り，里浦地区は約 1,480 世帯・3,700 人，川東地区は約 2,800 世帯・6,500 人の人口
規模である． 


































訓練を年 1回程度，定期的に実施することとなった．   
 

















7-2-5. 第1回津波避難訓練の実施  
  

































 第 1 回目の訓練では，事前の検討と実際の避難行動を比較する取り組みがなされ
ておらず，そのための仕組みづくりが課題となる．  
 







































そのために必須項目として，以下の 4 項目を設定し，記載するものとした．  
 
図 7-2 家庭版災害時アクションカード  
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a) 避難時間と避難場所  
 鳴門市が発表している里浦海岸への津波予想到達時間が 48 分となっていること
から，30 分以内に避難完了していることを目標とした．地震発生時に道路などが不
通となることも想定し，基本的に徒歩で避難可能な避難場所を検討し，記載するこ
ととし，第 1 候補の避難場所が使用できなくなることも考え，第 2 候補も記載する
こととした．  
 












































e) PDCA サイクルによる津波避難訓練の企画・運営改善  









7-5. 津波避難訓練を中心とした PDCA サイクルによる地域防災
力向上の取り組み  
 











7-5-2. 家庭版災害時アクションカード作成ワークショップの実施  
 
a) 実施対象  






























































図 7-4 家庭版災害時アクションカードの検討・作成  
 
写真 7-1 婦人会へのワークショップの様子（撮影：湯浅恭史  2016.1.26） 
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7-5-4. 津波避難訓練の実施  
 





















7-5-5. 参加者アンケート結果と津波避難訓練の課題  
  









 また，アンケート結果からみる津波避難訓練の課題が下記のとおり抽出された．  
 
a) 少ない若年層の参加者  
 津波避難訓練の参加者のうち，60 歳以上が約 78%を占める結果となり，家族と一












b) 避難行動時の共助  
 訓練にだれと参加したかの問いに対し，「ひとりで」が 41%，次いで「ご家族と」










c) 家庭版災害時アクションカードのさらなる浸透が必要  
 取り組んでいる事前対策として，「非常用持ち出し袋」が 84%，「避難場所・ルート














d) 非常用持ち出し袋と地域の備蓄内容の見直し  

















7-5-6. 振りかえりの実施と今後の対応  
 
 アンケート結果を踏まえて，前項の各課題への対策について検討を行った．  
 




















































































[3] 黒潮町：第 3 次黒潮町南海地震・津波防災計画の基本的な考え方， 2014 
 
[4] 鎌倉市：社会資本総合整備計画（津波防災まちづくり）， 2012 
 
[5] 徳島県：徳島県南海トラフ巨大地震被害想定（第一次）， 2013 
 




[8] 鳴門市：津波避難マップ  里浦・川東， 2014 
 
























 筆者は，内閣府が事業継続ガイドラインを発行した 2005 年から，徳島県において
BCP の普及促進に携わってきた．東日本大震災や熊本地震などの大規模災害が発生
し， BCP の重要性が再認識される状況となっても，まだまだ BCP への取り組みが十
分に浸透していない現状となっている． 






 今後，経営環境がより速く変化する時代になり，企業が必要となる BC のカタチも
どんどん変化していくこととなるであろう．実際に，2005 年に BCP を普及推進し始







 現状のガイドラインでは，企業ごとの経営環境や特徴を活かした BCP ができにく
い状況にあることから，今後の課題として，強い組織を形成するための BCP のあり
方や企業間連携のあり方について実践を通じて研究することにより，地方中小企業
の事業継続力の向上と経営の向上に寄与していきたいと考えている．  
